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Ⅰ はじめに 
本研究では、学校組織の中で「特色ある
学校保健づくり」を目指して、①学校経営
と保健室経営の関係性、②学校文化と保健
室における養護教諭の経営機能に焦点をあ
てて、佐賀県内の養護教諭がどのような組
織文化の中で教育活動に取り組んでいるか
を調査し検証することにより、保健室マネ
ジメント改善のための方策を探求すること
を目的とする。 
（１）学校経営と保健室経営（図１）の関係性 
学校経営は「各学校が教育目標の達成の
ために、児童・生徒の発達に即した教育内
容を諸条件とのかかわりにおいて捉え直し、
これを組織化し、動態化することによって
一定の教育効果を生み出す経営活動である」
と定義づけられた（中留・田村、2004 p4）。 
学校経営の目的は、教育課程を適切に編
成・実施し、児童生徒に質の高い教育を保
証することにある。また当事者（校長をは
じめとする教職員）は、学校目標の達成を
目指してその役割と責任を果たし、学校経
営に積極的に参画することが求められる
（出井 1981）。中留の一連の研究は、学校
文化と関わって、「学校改善の過程を経営研
究に限定」した校長のリーダーシップ論と
しても展開した（中留、2005）。これに関し
て、「教育課程経営研究の展開の延長戦上に
教育的リーダーシップを位置づけたという
意味をもつ」（生嶌、2000）と総括している。
具体的には、校長は学校教育目標を達成す
るために、学校経営の運営構想を明示し、
当該年度の学習指導、保健指導、生活指導、
進路指導、学校運営等の具体的な目標と方
策を策定して、教職員全員がその具体的な
目標に向かい協働体制を確立し、その成果
を評価して結果を公表することであると考
える。教育活動の展開のためには各教職員
の役割と責任において、学校全体を視野に
おいた計画書の作成が必要であり、学年経
営計画学級経営計画、学校保健計画、学校
安全計画及び保健室経営計画など児童生徒
の実態に即した単年度計画を作成して実施
し、教育目標の具現化を図ることが必要で
あると考える。 
保健室経営においては、多様化した児童
生徒の心身の健康課題を解決し、健康づく
りを推進するためには、学校経営に学校保
健を明確に位置づけ、計画的・組織的に学
校保健活動を推進できるようにすることが
重要である。保健室は、保健管理、保健指
導、組織活動等、学校保健のセンター的役
割がいっそう求められる。保健室経営に関
しては、子どもの心身の健康を守り、安全・
安心を確保するために学校全体としての取
組を進めるための方策について「中央教育
審議会答申」（2008，1，17）において次の
ように述べられている。「子どもの健康づく
りを効果的に推進するためには、学校保健
活動のセンター的役割を果たしている保健
室の経営の充実を図ることが求められる。
そのためには、養護教諭は保健室経営計画
を立て、教職員に周知を図り連携していく
ことが望まれる。また、養護教諭が充実し
た健康相談や救急処置などを行うための保
健室の施設設備の充実が求められる。」であ
る。これは、教育に必要な執務として第一
   
義的に、教育に帰結する執務として「管理
経営的機能」を有すると考えられる。（図１） 
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   図１学校経営と保健室経営構造図 
そこで、学校保健の「保健室経営」の充
実を図るためには、新たに養護教諭の「創
造性」や「協働性」などが必要であると考
える。 
一方、日本における保健室経営に関する
先行研究では、保健室経営の調査から、「養
護教諭は保健主事と連携しながら保健室経
営を展開していくことが望まれる」、「養護
教諭は学校保健活動の中心となってはいる
が、今新ためて「管理者」としての意識を
持つことが求められる。」（大野、2008）の
視座から、保健室経営では、「校長目線」「子
ども目線」（藤井、倉本、2007）及び「保護
者目線」「教師目線」「養護教諭目線」の要
素が必要である。 
更に、研究の残余部分であった医学的知
見、教育学的知見、心理学的知見を社会・組
織システムとして統合する必要もある。 
 
（２）学校文化と保健室における養護教諭の
経営機能 
教育経営学においては、1980 年代以降、
組織文化研究が発展した。教育経営学にお
いては、個人の価値志向を変えるのは難し
いが、組織の文化は変革可能であると考え
る視点から、組織文化を経営対象と捉えて
いる（田村、2005）。高野、小泉らの教育課
程経営論は人間関係論を展開しているが、
中留がカリキュラムマネジメント論におい
て着目した学校文化は、人間関係に限定せ
ず「学校成員のものの見方・考え方」とい
った、より広範囲の価値・認識形態・行動
様式を含む概念であり、これをマネジメン
トの重要な対象としたことは新しい発想で
ある（田村、2004 p.39）。組織体としての
学校の深層部分に一人一人の子どもの個性
を生かす学校文化が教育課程経営といかに
連動しているかという発想に立った研究が
今日期待されている（田村、2004；中留、
1997）。 
中留は、E.H.Schein や T.E.Deal の考察
を踏まえて、学校文化を「各学校に固有の
ものとして形成されている規範、価値、信
念や行動様式などの認識枠組み」と定義づ
けている。 
このような学校文化には、顕在化
（explicit）した文化と目には見えにくいが   
潜在化（latent）した文化がある（中留、
1996）とも述べている。これは、ここでい
う認識枠が大方の構成員にとっては「ごく
当然のもの（こと）」として根付いているた
めで、「目に見えにくい」もの、例えば風土
とか雰囲気（エトス）というものも、射程
に入れているからである（出、2008）。（中
留、1998）は学校文化に関して、４つの下
位文化に分類している。①教員文化、②組
織文化、③児童・生徒文化、④教育課程文
化としている。 
①教員文化：日本の教員文化の大きな特 
色としては、同僚との調和志向が挙げ
られる。この教員文化における調和志
向は、争いや対立をいさぎよしとしな
   
い、すべからく仕事は組織間・個人間
のバランスを保持してこそ進むという
日本の大方の組織にも共通する伝統的
な文化観でもある。 
②組織文化：日本の学校の組織文化の行
動様式の特色としては、職員会議に見
られるようなボトムアップとしての運
営組織である。また、教授組織におい
ては、教科、生徒指導の双方の役割を
前提にしている。さらに研究組織では、
校内研修のように、ウチに向かって凝
集性を強めている組織文化があるとい
える。これは、全人的・調和的発達観
を教員が持っていることもあり、一人
複数役の校務分掌となっている。従っ
て、ボトムアップを重視した人間関係
のかたちのほうが好まれる事になる。 
③児童・生徒文化：児童・生徒文化に関
しては、学級文化として説明すること
ができる。日本における学級文化は、
全人的・調和的発達観に立った生活文
化がベースであり、これは教科と生活
を統合させた文化である。特に小学校
においては、１日中ほぼ同じ仲間であ
り、個性を生かすにしても集団の中で、
集団を通して、それを行う文化を重視
する。しかも、学級集団内でも、学級
間でも、できるだけ歩調を合わせよう
とする横並びの文化である。 
④教育課程文化 
 教育課程文化に関しては、日本の場合、
伝統的に共通性（画一性）の文化を保持
している。しかし、特に、教育課程の基
準としての学習指導要領は、今日一方に
おいて教育の量的拡大と形式的平等主義
において生じてきた教育の画一性と硬直
性を前にして、一連の教育改革における
個性・創造性という面からの一定の修正
（改革）を要請されている。そこにおい
ては、偏差値学力や受験戦争を是正し、
個性を尊重するというかたちでの国民的
な合意を形成しつつ、新しい意味での教
育課程基準が要請されている（出、倉本、
2008）。これらの学校文化はまた同様に保
健室にもあてはめることができる。保健
室においては、このような学校文化（①
②③④）のなか、養護教諭の執務の遂行
のためには、これら関係者との協働を最
も重んじる必要がある。また、教員や児
童・生徒等の心身の健康の保持増進及び
健康問題の解決にあたって、組織的に対
応し、関係機関や関係者と協働して効果
的な解決を図らなければならない。これ
らを充当するためには、養護教諭の保健
室経営機能としては、各個人の資質はも
ちろんであるが、リーダーシップとコー
デｲネーター的役割を担う必要がある。 
学校経営に視点をおいた変革的リーダー
シップとは、「より高次の目標達成の方
向に教師集団を動機づけ、組織内外にお
ける価値と資源とを新たに結合し、各教
師の学級・学年（教科）・学校レベルで
の変革志向の教育活動を引き出そうとす
るリーダー行動」（露口、 2008)。また、
交換的リーダーシップとは、「リーダーに
よる報酬とフォロワーのサービスとの交
換を通して、期待された努力と業績をあ
げることをねらいとしたリーダー行動」
（露口、2008、Bass、1985）などがある。 
コーデｲネーターとは、企業や集団におい
て、いろいろな要素を統合したり調整し
たりして、一つにまとめ上げる係である。     
   
リーダーシップをとる人とコーデｲネー
ターは、学校経営においては校長であり、
保健室経営においては養護教諭といえる。 
今日、教育経営学においては「カリキュ
ラムを誰が創りどう動かすのか」という理
論やシステムの構築は多くの研究がなされ
ているものの、外的要因の保健室マネジメ
ントの立場から保健室経営が「教育開発的
機能（倉本、2007）」を果たし、内的要因
の養護教諭が「創造性」・「協働性」・「積
極性」をもち、リーダーシップとコーデｲ
ネーター的役割を果たし積極的に学校経営
に参画することにより学校機能が活性化す
るであろう。それらが「如何なる教育効果
を挙げるのか」という教育方法学の立場ま
で踏み込んだ研究はあまり見られない。そ
の残余部分において本研究では、各学校で
養護教諭の役割は必ずしも統一されていな
い現状（保健室運営が中心となっている養
護教諭、授業に取り組む等コーディネータ
ー的な役割を担っている養護教諭）を問題
点の中核として取り上げ調査した。本調査
は、佐賀県内の小中学校の全養護教諭を対
象としたアンケート調査から（1）どのよう
な学校組織体制の基で勤務しているのか、
（2）どのような組織文化の中で教育活動に
取り組んでいるかを調査し検証することに
より学校保健の保健室経営改善のための方
策を探求ができるであろうと考えた。 
 
Ⅱ 調査概要 
本研究で行った、「保健室マネジメント
に関する意識調査」の概要は下記の通りで
ある。 
①調査目的：小中学校の学校組織マネジ
メントを活用し、保健室マネジメントを行
う視点から、「学校組織運営、及び学校の
保健室（学校保健文化）」「小中学校にお
ける養護教諭の取り組み」を検証すること
により、保健室マネジメント改善のための
方策を探求することを目的とする。 
②調査時期：2011 年 12 月 1 日～2012 年 5
月 25 日（主に 12 月 1 日～2 月 28 日） 
③調査方法：佐賀県の小学校、中学校の養
護教諭対象にアンケート調査票のサンプ
ルを持参し実施した。回答の集計と分析
には SPSS を使用した。 
④質問項目：学校の全体的な雰囲気を捉え
る項目（20 項目）と対象者自身が養護教
諭として取り組んでいる内容を捉える項
目（23 項目）を設定した。（表３）（表２） 
質問は、5 件法（「とてもあてはまる」＝
5 点、「ややあてはまる」＝4 点、「どちら
でもない」＝3 点、「あまりあてはまらな
い」＝2 点、「全くあてはまらない」＝1
点）で集計を実施した。 
⑤調査対象：佐賀県（①鳥栖・三養基地区、
②佐賀市地区、③小城・多久、地区、④
武雄地区、⑤唐津・東松浦地区、⑥藤津・
鹿島・伊万里地区）の各小学校・中学校
の養護教諭（20 歳代・30 歳代・40 歳代・
50 歳代に直接配布・回収した。配布総数
は 284 票で 184 票（64.8%：無効回答は
0 票）の回収総数であった。 
回答者の基本的属性は、表１に示す通り
である。 
表１ 回答者の基本的属性 
 
   
Ⅲ 調査結果及び考察 
（１） 単純集計 
 
 
 
 
 
 
 
  図２「学校の全体的な雰囲気：上位３項目（％）」  
 
単純集計の「学校の全体的な雰囲気」の
「よくあてはまる」の上位３項目では図２
の結果であった。「めざすべき子どもの姿」
は教師間で共通理解ができており、そのた
めの、管理職管理職や教師間の報告・連絡・
相談も十分に機能する必要性を認識してい
るものと考えられる。 
図３「学校の全体的な雰囲気：下位３項目（％）」 
 
単純集計の学校の全体的な雰囲気」の  
「よくあてはまる」の下位３項目では図
３の結果であった。「政治・経済や教育等の
社会問題に対して話題になる事が少ないよ
うである。それには、平日は、ほとんど TV
等のメデイア情報を見る機会がなく時事問
題の情報が入らない現状がある。時間が遅
れての情報となる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
また、養護教諭は担任または教科担任等
との身近な連絡など情報をわかりやすく伝
える義務も認識できていると考えられる。
さらに、児童・生徒・保護者に対しても情
報をわかりやすく伝えていると考えられる。 
 
 
 
 
職員間の話題のほとんどは、児童・生徒
の事が主流をなし、社会問題や知り得た情
報の共有する雰囲気などがないのが現状で
あろうことが計り知れる。また、日常の学
習指導方法はルーチン化している傾向はあ
り、新しい指導方法等の導入も消極的だと
考えられる。 
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図４「養護教諭が取り組んでいる内容：上位３項目（％）」 
 
単純集計の「養護教諭が取り組んでいる
内容」の「よくあてはまる」の上位３項目
では図４の結果であった。学級・学年を超
えて児童・生徒についての話をすることが
多いと認識している。また、教職員が孤立
状態にならないようにコミュニケーション 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図５「養護教諭が取り組んでいる内容：下位３項目（％）」 
 
単純集計の「養護教諭が取り組んでいる
内容」の「よくあてはまる」の下位３項目
では図５の結果であった。「兼職発令を受け
授業は、工夫された教材・教具が多く活動
的で楽しむ学習指導方法が多い」（0.9%）で 
 
 
 
の心がけも行っている。また、これは能
動的にも使役的にも行っているものであろ
うと推測できる。さらに生徒指導・進路指
導にもかかわることは日常の生徒等の会話
などの情報収集する機会が多い養護教諭に
とって重要なことである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
あり、続いて「さまざまな教育問題に対
して、機敏に対応する能力や判断力を兼ね
備えている」（1.8%）、「児童・生徒や保護者
に対して体力（学力）向上やセルフエステ
イームを高めるための提案し実施している」
（3.3%）であった。佐賀県の場合、兼職発
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向上やセルフエステイームを高めるための提案 
   
令を受けて授業をすることは極限られた養
護教諭である。 
 
（２） クロス集計（年齢×項目） 
クロス集計の「学校の全体的な雰囲気」 
の「とてもあてはまる」の 10 人以上の上
位項目で 50 歳代では、「情報の伝達」（14
人（16.7%））、「学校や子どものための行動」
（10 人（12.0%））、「教職員間でカバーしよ
うとする雰囲気」（10 人（12.0%））、「保護
者や地域の人々との協働・支援し合う関係」
（10 人（12.0%））であった。40 歳代は「教
師間の報告・連絡・相談」（10 人（17.5%））
であった。「あまりあてはまらない」が 5 人
以上の項目では 50 歳代では、「最新の指導
方法」（8 人（9.6%））、「教師間の協力・協
働」（8 人（9.6%））、「校内研の充実」（7 人
（8.4%））、「評価・課題の意識」（5 人（6.0%））、
「学校や子どものために行動する」（5 人
（6.0%））であった。 
「養護教諭が取り組んでいる内容」の「よ
くあてはまる」の 10 人以上の上位項目で
50 歳代では、「教職員の孤立を防ぐための
コミュニケーション」（18 人（21.6%））、「学
級・学年を超えて児童・生徒の話題をする」
（17 人（20.5%））、「学級・学年を超えて生
徒指導・進路指導にかかわる」（12 人
（14.5%））、「担任や教科担任教師への支援」
（11 人（13.3%））、「保健室経営の向上は学
校経営の向上」（10 人（12.0%））「教職員に
対して学校保健目標の明確化」（10 人
（12.0%））、「教職員のメンタルヘルスの配
慮」（10 人（12.0%））、「保健便り等で生徒・
保護者・地域に向けての情報の提供」（10
人 12.0%））であった。 
「あまり・全くあてはまらない」が 10 人
以上の項目では 50 歳代では、「土曜日か日
曜日に学校の仕事や部活動の実施」（29 人
（34.9%））「兼職発令を受け保健学習の担
当・授業・指導方法の工夫」（58 人（69.9%））、
「兼職発令を受け保健学習の授業の一部を
担当」（57 人（68.7%））、40 歳代では、「土
曜日か日曜日に学校の仕事や部活動の実施」
（29 人（50.9%））、「兼職発令を受け保健学
習の担当・授業・指導方法の工夫」（28 人
（49.1%））、「兼職発令を受け保健学習の授
業の一部を担当」（28 人（49.1%））、30 歳
代では、「兼職発令を受け保健学習の担当・
授業・指導方法の工夫」（7 人（50.0%））、
「兼職発令を受け保健学習の授業の一部を
担当」（7 人（50.0%））であった。また、２
０歳代では、「兼職発令を受け保健学習の担
当・授業・指導方法の工夫」（12 人（50.0%））、
「兼職発令を受け保健学習の授業の一部を
担当」（12 人（50.0%））であった。 
 
（３）因子分析 
①「学校の全体的な雰囲気」の因子分析（表２）
「学校の全体的な雰囲気」を捉えるために    
探索的因子分析（最尤法、プロマックス
回転）を行った結果、固有値 1 以上の 4
因子が抽出された。第Ⅰ因子は、教師間
の情報共有や協調に高い負荷量を示した
ため、これを「共有・協調」と名付けた。
第Ⅱ因子は、学校や子どものための行動
や教師間の協力・協働に高い負荷量を示
したため「教師間の協力・責任感」と名
付けた。第Ⅲ因子は、教師間の教育目標
の認識と教育実践に高い負荷量を示した
ため、これを「意欲・意見交換」と名付
けた。第Ⅳ因子は、教師間の授業の指導
方法や校内研修会の相互理解に高い負荷
   
量を示したためこれを、「最新の理解・指
導方法」と名付けた。因子分析により検
出された４因子の内的一貫性について
Cronbach のα係数を算出した結果、項目 
 
表２ 学校の全体的な雰囲気の因子分析 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
②養護教諭として取り組んでいる内容の 
 因子分析（表３） 
「養護教諭が取り組んでいる内容」を捉え 
るために探索的因子分析（最尤法、プロマ 
ックス回転）を行った結果、固有値 1 以上 
全てに関してはα=0.83、第Ⅰ因子α＝
0.62、第Ⅱ因子α＝0.61、第Ⅲ因子α＝
0.67、第Ⅳ因子α＝0.70 であり、高い信
頼性を示していると考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
の５因子が抽出された。 
第Ⅰ因子は、教師間の情報共有や養護教諭 
の提案に高い負荷量を示したため、これを 
「保健室カリキュラムづくりの情報提供・ 
提案」と名付けた。第Ⅱ因子は、養護教諭 
        
                                     
   
の専門的知識・技能の向上や保健活動のた
めに他の職員の意見の尊重や優先に高い負
荷量を示したため「専門的知識・技能の向
上」また、第Ⅲ因子は、教師間のコミュニ
ケーションや教育目標の認識と教育実践に
高い負荷量を示したため、これを「教職員
や児童・生徒への配慮・支援」と名付けた。     
第Ⅳ因子は、兼職発令を受け授業の一部 
 
表３ 養護教諭が取り組んでいる内容を捉える項目 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
を担当や教材・教具の工夫に高い負荷量を
示したため、これを「兼職発令による保健
学習指導」と名付けた。第Ⅴ因子は、生徒
指導・進路指導への参加や土曜日・日曜日
の勤務に高い負荷量を示したため、これを
「土・日・生徒指導」と名付けた。 
また、「第Ⅰ因子：保健室カリキュラムづく 
りの情報提供・提案」に関してはα=0.67 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   
で、「第Ⅱ因子：専門的知識・技能の強化」 
に関してはα＝0.69 で、「第Ⅲ因子：教職員 
や児童・生徒への配慮・支援」に関しては 
α＝0.73 で、「第Ⅳ因子：兼職発令による保 
健学習指導」に関してはα＝0.84 であった。 
「第Ⅴ因子：土・日・生徒指導」に関して 
はα＝0.59 であった。このことから、全体 
でも各因子別にみても高い内的整合性があ 
ると判断された。なおこれら５因子の累積
寄与率は 57.25 であった。 
 
Ⅳ 総合考察 
 （１）学校経営と保健室経営に関する考察 
 
   本研究では、「学校の全体的な雰囲気」
結果から、ほとんどの養護教諭は学校内の
意見交換や意見の共有は年齢に関係なく行
われている。また、「時事問題や季節の疾病
などタイムリーに便りを利用している」等
の記述から保健便りや掲示板等を利用して
保健関係の啓発に努めていることが考えら
れる。学級・学年を超えて児童や・生徒の
話題を分かち合っており、保健室が学校で
もセンター的役割を担っていることが理解
できる。50 歳代の養護教諭で特徴的なこと
は、学校経営や研究体制への参加の有無は
学校或いは個人によって偏りがある。しか
し、学校や子どものために行動する養護教
諭は多い。自分の家庭（家族）と重ね合っ
ていることも一つの要因であろう。また養
護教諭の中には、教職員間で誰かが失敗し
た場合のカバーする行動も多い。保健室経
営に視点をあてると、教師間でのカバー等
は、50 歳代の養護教諭の持つ経験知等から
学校生活の中での仕事に精神的な余裕と適
宜な判断がなされていることが伺える。現
在所属する学校の在籍年数にかかわらず学
校や子どものために行動を起こすことがで
きていることは養護教諭の仕事の内容は普
遍的なものであることの証明にも成りうる
と考えられる。また、保護者や外部の関係
諸機関と協働・支援体制が整えられる立場
にあることや他の職員とコミュニケーショ
ンを取る事ができ、メンタルヘルスの配慮
もできるのは、40 歳代と 50 歳代の養護教
諭の年代間による差はなかった。また、20
歳代と 30 歳代についても、年代間による差
はなかった。また、40 歳代と 50 歳代と比
べても顕著な差は見られなかった。このこ
とは、学校経営や保健室経営は人格教育論
の視点から協調性が最も重要であり養護教
諭はその一端を担っていると言える。また、
保健室経営の充実は、ひいては学校経営の
充実へと繋がるものと考える。 
（２）学校文化と保健室における養護教諭 
の経営機能の考察 
 「養護教諭が取り組んでいる内容」では、 
養護教諭は、保健室経営の向上は学校経営
の向上に繋がることを常に意識しており、
担任や教科担任教師などの教育活動に気を
配り常に支援を心がけている。また、学級
学年を超えて生徒指導や進路指導にもかか
わっていること。また、学校保健目標を明
確にし、教職員、児童・生徒等に理解を得
ようとしている等これらは保健室経営にお
いて養護教諭の運営機能の極めて重要な要
素を成していると考える。反面、土曜日か
日曜日に学校の仕事や部活動の実施の有無
については、大凡の養護教諭は土曜日や日
曜日には休養をとっているようである。今
回の調査では小・中合わせて 5 人（２０・
３０・４０歳代各 1 人、50 歳代 2 人）が土・
   
日曜日に仕事をしている。このことは、部
活動等を考えると小・中学校の学校文化が
顕著に結果に反映したものである。 
次に、兼職発令を受けて保健学習の授業の
一部を担当し授業の指導方法の工夫や教材
の開発については、佐賀県では４人（2.2%）
（小1人・中3人）が実施している。一部他
県の状況を見ると「山口県では、小学校6
人（0.11%）、香川県、島根県、神奈川県な
ど 他の授業や担任、副担任の経験おおよそ
33％が何らかの他の授業を経験していた」
であった。
（http://www.kknews.co.jp/kenko/h0009n
d.htm） 
WHOは、「他者依存型で専門家を主導とし、
人々のみに意識変革と行動変容を求めた」
従来の健康教育の考え方を改め、新しい健
康教育の考え方を次のように示している。
People First：健康づくりの主役は、決し
て教育者、指導者、行政側ではなく教育・
指導される人々にあること。Informed 
Choice：情報提供が十分に行われた環境で，
意志決定と選択を住民本人が行うこと。
Non-Judgement with Value：決定に対して
専門家が「正しい」「悪い」という価値を
つけて判定しないこと。また，個人が選択
した事柄の責任は個人にもあることも含む。
（1983）  
養護教諭は，まず今回の制度改正「養護
教諭の保健の教科の授業を担任する教諭ま
たは講師になる制度改正」（免許法第３条
の規定）の趣旨を理解しなければならない。 
健康課題が年々増加し解決を急がねばなら
ない状況にあっては、専門の知識と技術を
有する養護教諭が保健学習の授業にかかわ
らない訳にはいかないこと、また学級集団
を対象に健康の情報を確実に提供できる保
健学習は、予防教育・開発的教育としての
効果が大きく、課題解決にも繋がるもので
あること。その上で、「兼職発令を受ける
か否か」考えなければならないと考える。 
また、これらを実施するにあたり「本来の
保健室の機能がおろそかになるような事態
を招くことがないように」と留意事項にあ
るが，その条件整備も必要不可欠である。  
  
Ⅴ 結語 
本研究では、学校組織の中で「特色ある
学校保健づくり」を目指して、①学校経営
と保健室経営の関係性、②学校文化と保健
室における養護教諭の経営機能に焦点をあ
てて、佐賀県内の養護教諭がどのような組
織文化の中で教育活動に取り組んでいるか
を調査し検証した。 
回答者の基本的属性（佐賀県の養護教諭
の年齢構成）について（表１）50 歳代が小・
中学校併せて 82 人（44.6%）を占めており
40歳代は 57人（31%）、30歳代 14人（7.6%）、
20 歳代 23 人（12.5%）であり、40 歳・50
歳代を併せると 139 人（75.5%）であった。 
勤務経験年数は、平均約 25 年であった。
保健室における養護教諭の経営機能に視点
をあてると年齢構成と経験年数から推測す
るとベテランの域にあること。また、教職
員間や児童・生徒、保護者、地域の関係諸
機関に関しても管理職から指導を受けるこ
とよりむしろ把握している情報等を助言す
る立場であろう。また、20 歳代や 30 歳代
の養護教諭は、6 地域に分散して勤務して
おり、地域区内の近隣学校の 40 歳・50 歳
代の養護教諭のアドバイスを受けることに
より、保健室経営機能がスムースに遂行で
   
きているものと推測できる。但し、20 歳・
30 歳代の養護教諭にとっては「同僚等に相
談するときに、緊張する」「困ったことが起
こったときに早く報告しなければならない
のに、悩んでいるうちについ日が伸びてし
まう」など、執務以前の悩み等もあるよう
である。また、保健学習の授業実践を計画
していても学校の実情等で先進の知識を活
かせられずジレンマに陥っている場合もあ
るようである。 
学校保健活動のセンター的機能を担う保
健室経営について取り組み目指す生徒の姿
を確実なものとするためには、求められる
ニーズに対し、的確に対応できる力量の有
無が問われるであろう。これまでも保健室
は学校保健のセンター的機能を持ちながら
経営されてきたが、これからは単なる情報
発信センターとしてではなく、生徒の健康
問題の解決を図るための総合的なセンター
的機能としていく必要があるのではないか
と思う。そのためには、保健室経営計画に
おける健康問題の解決に向けての目標や方
策が、学校内外の関係者に理解され、協力
を得る必要がある。養護教諭の専門性を活
用した授業実践により，健康に対する関
心・意欲の高まりが見られ，自らの健康問
題を解決していく思考力・判断力の育成が
必要である。また，養護教諭が授業を行う
ことにより生徒との人間関係が構築され，
来室時，より丁寧で詳細に個別の指導がで
きるなど副次的な効果も生まれた。 
更に保健室が、今後生徒自身が学ぶ楽し
さを実感し活動・交流を通じて全身で感動
や愛を感じ、今の自分自身をもっと好きに
なり、これからの生きる力・生きぬく力を
育む支援になる空間にするべきだと考え
る。 
最後に、このように学校保健活動のセン
ター的機能が活性化することにより、相乗
的に学校経営の活性化にも繋がるものと考
える。  
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試論」株式会社阪急コミュニケーショ
ン 2011 
WHO 編「WHO ライフスキル教育プログ
ラム」大修館書店 2003 
 
※「本論文は、査読により修正し掲載され
るものである」 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   
資料 （アンケート項目） 
表４ 学校の全体的な雰囲気を捉える項目 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表５ 養護教諭が取り組んでいる内容を捉える項目 
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